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本質的な問題への対応がない点を指摘している 45。Osborne et al. (2015) も「ＮＰＭを通
じて、公的サービスの提供の業務が、公的サービスを専門に提供する者によって提供され、
サービス利用者はサービス提供組織のクライアントあるいは顧客と考えられ、受け身とさ
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たＳＤＬからＳＬを重視する方向性で、ＰＳＤＬ（Public service dominant logic）からＰ
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Osborne et al. (2015) は、ＮＰＧはネットワークによるガバナンスを超え、複雑なサー
ビスシステムの相互影響を重視し公共サービスが提供されるものとし 24単に公的サービス
機関のネットワークではないとしている。
Koppenjan et al. (2013) は、社会が知識の拡大と単独の事業体だけでは提供できない問
題解決能力を必要とするとしており、ＮＰＭのアプローチは、グローバル化するネットワ
ーク社会が直面する複雑性には対応できないとし、ＮＰＧの導入を主張している。高水準
出所）Osborne, P. S., “The (New) Public Governance: A Suitable Case for Treatment?,”
Osborne,P. S.(ed.), The New Public Governance?: Emerging Perspectives on the Theory and 

































































































の観点からは、「コーディネート」があげられる。Osborne e t  a l .（2015）が述べているよ
うに、行政はリーダーシップを持ったコーディネーターとしての役割が求められる 39。利
用者や利害関係者の観点からは、「協働」、「経営資源の拡大」があげられる。経営資源の拡





出所）Hartley. J, “Innovations in governance and public services: past and present,” Public 
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出所）Osborne,S.P., “The (New) Public Governance?,”Public Management Review, 
2007,p.383.を筆者訳出。
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ＰＡ ＮＰＭ Networked governance 
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賛同できるが、ＮＰＧが目指すものは個々の住民の福祉の向上はもとより、Osborne et al. 
(2015) やKoopenjan(2012)らが主張するように、複雑化、多様化する社会に対応する、い
わば地域社会に変革をもたらすガバナンスであるという視点も重要である。
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図表４－６ ガバナンスと行政管理の概念の違い 
出所）Jean Hartley., “Innovations in governance and public services: past and present,” 
Public Money and management, 2010, p.28.を筆者訳出。
図表４－７ 行政改革の政策ツールと動向 
出所）Howlett, M., A. Kekez and O. Poocharoen, “Understanding Co-production as a 
policy tool: Integrating New Public Governance and Comparative Policy Theory,” 

































































































出所）Osborne,S.P., Radnor,Z., Kinder,T. and Vidal,I, “The Service Framework: A 





























































































































































すなわち、Hewlett et al. (2017) もＮＰＧと他の比較できる行政システムとの統合を主
張しているように、ＮＰＧの導入とＮＰＭの発展の両面での政策形成システムの構築が求
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et al. (2014) が整理している 9。また、Prahalad and Ramaswamy (2004)も価値創造と価
値共創の概念を説明している 10。それを示したものが図表５－１である。
















































































出所）Gronroos,C. and J.Gummerus, “The service revolution and its marketing implications: service 
logic vs service-dominant logic,” Managing Service Quality Vol..24, 2014,p.213、及び Prahalad & 
Ramaswamy, The Future of Competition – Co-creating Unique Value with Customers, Harvard 









































































































































































































































経済性 ○ ○ ○
効率性 △ ○ ○









































































































   ※各項目の説明については、図表５－６を参照。 
図表５―８ ＮＰＭ型事務事業の価値創造ビジョン 
出所）筆者作成。 
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（出所）Pestoff, V., “Co-production, new public governance and third sector social services in 











Osborne et al. (2015)は、コ・プロダクションは公共サービス提供過程の本質的なもの
であり、サービス利用者と社会の双方へのサービスの向上に直接的に結びつくものとして






















































出所）Ramirez, R., “Value Co-Production: Intellectual Origins and Implications 




































































出所）Osborne, Stephen P., Zoe Radnor, and Kirsty Strokosch, “Co-Production and the Co-
Creation of Value in Public Services: A suitable case for treatment?," Public Management 
Review, 2016, p.645.を筆者が訳出。
図表６－３ コ・プロダクションにおける価値の特性 



























































































出所）Osborne, Stephen P., Zoe Radnor, and Kirsty Strokosch, “Co-Production and the 
Co-Creation of Value in Public Services: A suitable case for treatment?," Public 
Management Review, 2016, p.645.を筆者訳出。
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(2) コ・プロダクションからコ・クリエーションへの展開 






























ＳＤＬからＳＬを重視する方向性で、ＰＳＤＬ（Public service dominant logic）からＰＳ



















































































































コ・プロダクションとしてOsborne e t  a l .（2016）が整理したボトムアップのアプローチ
による政策形成の包括的な概念としては、Osborne（2017）を踏まえ、コ・クリエーショ







うな発展の形態については、2017年 11月 8日に実施した Osborneへのインタビューに
図表６－６ 政策手段の形成モデルにおけるコ・プロダクション 
出所）Howlett, M., A. Kekez and O. Poocharoen, “Understanding Co-production as a policy tool: 
Integrating New Public Governance and Comparative Policy Theory,” Journal of Comparative 
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おける価値である」や Vargo & Lusch(2008)を論拠とし、顧客に利用されることによって
価値は創造されるという立場をとることとした６。また、「価値創造」については、Gronroos 






























































































































































































































































































で 484名と 65歳以上人口の 3.2％が参加し、受入施設・団体登録数は 113カ所となって
いる。2016年度のポイント交換実績は、交付申請者数が 198名、交換ポイント数が 671,600

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































2013 年３月からは訪問看護の情報との連携が開始された。2014 年 10 月からは調剤薬
局との連携が開始、2014年 12月からは福祉施設との連携が開始、2015年４月には「うす
き石仏ねっと運営協議会」が発足された。2015（平成 27）年７月には歯科医院との連携が
開始、2015 年 10 月には消防署通信指令室での運用が開始されている。2016 年１月には
介護事業所との連携が開始され、2016年８月には健診データとの共有が開始されている。
現在、臼杵市人口約４万人の４分の１にあたる 10,000人の住民が登録している。また、医
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40 2016年 10月 15日、岡山県瀬戸内市長武久顕也氏の講演で聴取。
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